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IT⼈材需給ギャップの⻑期予測

出典︓経済産業省、みずほ情報総研株式会社「平成30年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（IT人材育成支援のための調査
分析事業）ーIT人材需給に関する調査ー調査報告書」
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/houkokusyo.pdf （2024年7⽉18⽇アクセス） 2



3出典︓2030/40年の外国人との共⽣社会の実現に向けた調査研究ー外国人労働者需給予測更新版ーJICA緒方貞子平和開発研究所
https://www.jica.go.jp/jica_ri/news/topics/2024/__icsFiles/afieldfile/2024/07/12/240704_rev.pdf



4出典︓2030/40年の外国人との共⽣社会の実現に向けた調査研究ー外国人労働者需給予測更新版ーJICA緒方貞子平和開発研究所
https://www.jica.go.jp/jica_ri/news/topics/2024/__icsFiles/afieldfile/2024/07/12/240704_rev.pdf



額賀衆議院議⻑の訪印（2024/7/29-8/2）
• 額賀衆議院議⻑・4名の衆議院議員が訪印。
• 経団連・⽇商・関経連の協⼒を得つつ、企業１5社も同⾏。
• ベンガルールとデリーを訪問。ものづくりの現場やIT企業の現状を確認。
• インド政府要⼈⾯談（モディ⾸相表敬及びジャイシャンカル外相表敬時）に、額賀議⻑より「５年間で例え
ば５万⼈以上の⼈材交流をしてはどうか」提案。

写真提供︓インド政府

4本の柱（⼈材交流・育成）
IT人材を始めとする次の世代を共に創造する⼈材の往来・
活用を抜本的に促進するためのイニシアティブの検討。
⽇印間の架け橋となる⼈材交流の促進、将来に向けた⼈材
投資などの施策の抜本拡大を検討中。

① 企業と学⽣の接点の強化
② 共同研究・事業化の促進
③ 人材育成・雇用の促進
④ ⽇印間の取組の基盤となる⽇本語教育や留学の促進

写真︓経済産業省
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インド⼈材採用までのステップ（⽇印⼈材事業の活用）
現場を⾒たい・
情報収集したい

⇒事業①

優秀なインド人
学⽣を探したい
⇒事業①②

インターンで
雇用体験したい

⇒事業②

自社研修への参加
機会を提供したい

⇒事業③

採用︕

①日印先端企業（半導体やAI）等交流による雇⽤促進事業（5.0億円）【事務局︓JTB】
インド進出に関心の高い半導体やAI企業等の現地派遣とビジネスマッチング機会の提供

②インドから日本企業への就職定着事業（8.5億円）【事務局︓デロイト トーマツ ベンチャー サポート】
⽇系企業による雇用促進のための就職イベント、インターンや研修機会の提供

③インド等における寄付講座等事業拡大促進事業（1.0億円）【事務局︓アイ・シー・ネット】
⽇本企業による⽇本式ものづくり学校や寄付講座、５Sカイゼンなど⽇本的な働き⽅の理解普及のJIM/JEC事業の拡大



①日印先端企業（半導体やAI）等交流による雇⽤促進事業

7

現場を⾒たい・情報収集したい／優秀なインド⼈学⽣を探したい

現地にミッション団を派遣し、インドの労働市場調査や⾃社の認知度向上、インド⼈材との接点強化のため
に、現地進出済み⽇系企業、現地インド企業、インド⼈学⽣や現地学校関係者等との意⾒交換や、インド⼈
学⽣とのマッチングイベント・セミナーを実施する企業・団体に補助⾦を提供します。



8



②インドから⽇本企業への就職定着事業

9

優秀なインド⼈学⽣を探したい

⽇本企業のインド⼈材市場に関する理解促進、インド⼈材の採用につながるネットワーキングを目的とし、
IIT KanpurやBITS Pilani等インド各地の主要大学8校を訪問し、⽇本企業への就業意欲を喚起する新卒啓発
イベントを３回に分けて実施します（募集は終了しました）。



インド⼈材採用に興味を持つ⽇本企業を対象に、オフライン（⽇本企業の⽇本もしくはインド現地にて実施
する形式）、またはオンラインでのインターン実施にかかる費用を一部負担します。インド工科大学（IIT）
を始め、現地トップ教育機関の学⽣（学士、修士、博士課程） が参加予定です。
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②インドから⽇本企業への就職定着事業

インターンで雇⽤体験したい

NIRF ランキング教育機関名#

28位Indian Institute of Technology Jodhpur13
31位Indian Institute of Technology Mandi14

74位International Institute of Information 
Technology Bangalore15

101-150位Indian Institute of Information Technology, 
Design and Manufacturing (IIITDM) Jabalpur16

2位Indian Institute of Science, Bengaluru17
15位University of Delhi18
20位Anna University19
25位University of Hyderabad20
1位Indian Institute of Management Ahmedabad21
2位Indian Institute of Management Bangalore22

NIRF ランキング教育機関名#

1位Indian Institute of Technology Madras1
2位Indian Institute of Technology Delhi2
3位Indian Institute of Technology Bombay3
4位Indian Institute of Technology Kanpur4
5位Indian Institute of Technology Kharagpur5
6位Indian Institute of Technology Roorkee6
7位Indian Institute of Technology Guwahati7
8位Indian Institute of Technology Hyderabad8
15位Indian Institute of Technology Dhanbad9
17位National Institute of Technology Karnataka10
18位Indian Institute of Technology Gandhinagar11
20位Birla Institute of Technology and Science12



教育機関連携型研修

企業独⾃型研修

本邦受⼊研修

教えたいスキルもプログラムも明確で、⾃社のリソースで研修を実施したい
企業独⾃型研修を活⽤して、研修準備・開催に係る経費を補助

スキルのある学⽣確保のために研修を企画したいが、
研修設計や講師の当てがない

教育機関連携型研修で、教育機関の研修を学⽣に受講させる経費を補助

⽇本の本社でも研修を⾏いたいが、経費もかかるので悩ましい

本邦研修で、インド学⽣を⽇本へ派遣する経費、⽇本での研修経費を補助

補助事業者

学⽣受⼊/研修実施

⽇系企業による就労前のインド⼈学⽣等への実践的な研修機会の拡充を支援するため、インド人学⽣等を対象
に⽇本のものづくりに関連する研修機会を提供する⽇本企業に対し、研修実施に係る一部費用を補助します。

③インド等における寄付講座等事業拡大促進事業

⾃社研修への参加機会を提供したい

11



（C）（B）（A）

類型

本邦受⼊研修教育機関連携型研修企業独⾃型研修種類

研修分類
インド⼈学⽣を企業の⽇本拠
点（本社・製造現場等）に受
け⼊れ、研修を提供する

企業が提携教育機関と連携し
て研修を提供する

企業が独⾃で実施する研修を
提供する

実施形態

⽇本インド研修実施国
2026年1⽉30⽇までに完了する研修であれば期間は柔軟に設定が可能研修期間

要件
2名以上5名以上5名以上研修⽣数

200万円
（事業費：400万円）

200万円
（事業費：400万円）

200万円
（事業費：400万円）補助額上限

•⼯場⾒学や⾃社説明会等、講師によるものづくりに関連した講義等
•座学と実技を組みわせた⾃社⼯場等での研修

研修例
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⾃社研修への参加機会を提供したい（その２）
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問い合わせ先

①日印先端企業（半導体やAI）等交流による雇⽤促進事業【事務局︓JTB】

②インドから⽇本企業への就職定着事業【事務局︓デロイト】

③インド等における寄付講座等事業拡大促進事業【事務局︓アイ・シー・ネット】

Email︓info.relationship-india@jtb.com

Web︓https://relationship-india.jp/

Email︓inpact@icnet.co.jp

Web︓https://inpactgrants.jp/

Email︓india_hr_exchange_support@tohmatsu.co.jp

Web︓https://ijtb.go.jp/


